
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１２１回定時株主総会招集ご通知に際しての 

インターネット開示事項 

 
 

 

連結計算書類 

「連結株主資本等変動計算書」 

「連結注記表」 

計算書類 

「株主資本等変動計算書」 

「個別注記表」 

 
（２０１９年４月１日～２０２０年３月３１日） 

 

 

 

 
法令及び定款第１６条の規定に基づき、上記事項をインターネットの 

当社ウェブサイトに掲載いたします。 

 

 

 

東ソー株式会社 
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連結株主資本等変動計算書 
自２０１９年４月 １日 

至２０２０年３月３１日 

 

                                                   

 
株  主  資  本  

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

2019年４月１日残高 55,173 45,041 430,733 △327 530,620 

当連結会計年度中の変動額      

 非支配株主との取引に係る 

親会社の持分変動  119   119 

 剰余金の配当   △18,189  △18,189 

 親会社株主に帰属する 

当期純利益   55,550  55,550 

 自己株式の取得    △10 △10 

 持分率変動による自己株式 

の増減    0 0 

 自己株式の処分   △8 100 91 

当連結会計年度中の変動額合計 － 119 37,352 90 37,562 

2020年３月31日残高 55,173 45,160 468,085 △237 568,182 

 

 
 そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 

新株 

予約権 

非支配株主 

持分 

純資産 

合計 

その他 

有価証券 

評価 

差額金 

繰延 

ヘッジ 

損益 

為替換算 

調整勘定 

退職給付に

係る調整累

計額 

その他の包

括利益累計

額合計 

2019年４月１日残高 11,853 △0 △4,276 2,639 10,216 297 38,367 579,501 

当連結会計年度中の変動額         

 非支配株主との取引に係る 

親会社の持分変動        119 

 剰余金の配当        △18,189 

 親会社株主に帰属する 

当期純利益        55,550 

 自己株式の取得        △10 

 持分率変動による自己株式 

の増減        0 

 自己株式の処分        91 

 株主資本以外の項目の 

当連結会計年度中の 

 変動額(純額) △6,855 0 △947 △3,049 △10,852 △27 3,476 △7,403 

当連結会計年度中の変動額合計 △6,855 0 △947 △3,049 △10,852 △27 3,476 30,158 

2020年３月31日残高 4,997 － △5,223 △409 △636 270 41,843 609,660 

（注）百万円未満切捨てにより表示しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位 ： 百万円) 

(単位 ： 百万円) 
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連結注記表 
 

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記 

 

１．連結の範囲に関する事項 
（１）連結子会社数 ９３社 

主要な連結子会社の名称 

オルガノ株式会社 トーソー・アメリカ,Inc. 

大洋塩ビ株式会社 東曹（中国）投資有限公司 

東北東ソー化学株式会社 東曹（広州）化工有限公司 

東ソー・エスジーエム株式会社 トーソー・ヨーロッパ N.V. 

東ソー日向株式会社 トーソー・ヘラス A.I.C. 

北越化成株式会社 フィリピン・レジンズ・インダストリーズ,Inc. 

太平化学製品株式会社 PT.スタンダード・トーヨー・ポリマー 

東ソー物流株式会社 トーソー・アドバンスド・マテリアルズSdn. Bhd. 

プラス・テク株式会社 東曹（瑞安）ポリウレタン有限公司 

東ソー・スペシャリティマテリアル株式会社 マブハイ･ビニル Co. 

東ソー・ファインケム株式会社 トーソー・SMD,Inc. 

東ソー・クォーツ株式会社 トーソー・ポリビン Co. 

東ソー・シリカ株式会社 東曹（上海）ポリウレタン有限公司 

参共化成工業株式会社 トーソー・クォーツ Co.,Ltd. 

日本海水化工株式会社 トーソー・クォーツ,Inc. 

東ソー・ニッケミ株式会社 オルガノ（蘇州）水処理有限公司 

東北電機鉄工株式会社 オルガノ（タイランド） Co.,Ltd. 

レンソール株式会社 トーソー・クォーツ・コリア Co.,Ltd. 

燐化学工業株式会社 トーソー・バイオサイエンス SRL 

南九州化学工業株式会社 トーソー・バイオサイエンス,Inc. 

 トーソー・SMD・コリア,Ltd. 

 PT ラウタン・オルガノ・ウォーター 

 東曹（上海）ポリウレタン科技有限公司 

 オルガノ・テクノロジー有限公司 

                             

（異動状況） 

トーソー・クォーツ・コリアCo.,Ltd.、トーソー・ナンカイ・シリカCo.は新規設立された

ため、それぞれ連結の範囲に含めております。 

 

 

（２）主要な非連結子会社の名称 

オルガノ（ベトナム） Co.,Ltd. 

 

（連結の範囲から除いた理由） 

オルガノ（ベトナム） Co.,Ltd.他は、いずれも総資産、売上高、当期純損益（持分相当額）

及び利益剰余金（持分相当額）等からみて重要性に乏しく、全体としても連結計算書類に重要

な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。 
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２．持分法の適用に関する事項 

（１）持分法適用の関連会社数 １４社 

主要な持分法適用関連会社の名称 

ロンシール工業株式会社 徳山積水工業株式会社 

東邦アセチレン株式会社 デラミン B.V. 

マナック株式会社  

 

 

 

（２）持分法を適用しない非連結子会社、関連会社のうち主要な会社の名称 

南陽化成株式会社 

 

（持分法を適用していない理由） 

南陽化成株式会社他は、いずれも当期純損益及び利益剰余金等からみて重要性に乏しく、

全体としても連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、持分法の適用の範囲から

除外しております。 

 

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、参共化成工業株式会社の決算日は８月31日、エースパック株式会社の決算

日は３月20日、トーソー・アメリカ,Inc.ほか41社の決算日は12月31日であります。 

連結計算書類作成にあたり、参共化成工業株式会社については２月29日を決算日とみなした仮

決算に基づく計算書類を使用し、エースパック株式会社及びトーソー・アメリカ,Inc.ほか41社

については決算日の差異が３ヶ月を超えないため、当該子会社の正規の決算を基礎として連結決

算を行っております。 

ただし、連結決算日までの間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っており

ます。 

 

 

４．会計方針に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

 時価のあるもの…決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

  時価のないもの…移動平均法による原価法 

②たな卸資産  

評価基準…原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により

算定） 

評価方法…主として総平均法（ただし、貯蔵品は移動平均法又は最終仕入原価法） 

③デリバティブ 

時価法 
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（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法  

有 形 固 定 資 産…主として定額法 

（リース資産を除く）なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。 
建物及び構築物：  ２～65年 

機械装置及び運搬具：２～30年 

 

無 形 固 定 資 産         …定額法 

（リース資産を除く）なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用 

可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

 

リ ー ス 資 産         …所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によって

おります。 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する方法によ

っております。 

 

（３）重要な引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金…売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

賞 与 引 当 金…従業員に支給する賞与に充てるため、従業員賞与支給見込額の当連

結会計年度負担額を計上しております。 

役員退職慰労引当金…役員の退職慰労金の支給に備えるため、一部の国内連結子会社にお

いて内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

事業整理損失引当金…工場閉鎖及び跡地整備等事業整理に伴い発生することとなる損失に

備えるため、当該損失見積額を計上しております。 

 

 (４) その他連結計算書類作成のための重要な事項 

①重要なヘッジ会計の方法 

(a)ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約の振当処理の要件を満たす取引

については振当処理を、金利スワップの特例処理の要件を満たす取引については、特

例処理を採用しております。 

(b)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ及び為替予約取引 

ヘッジ対象…借入金利息（金利スワップ）、外貨建債権債務等（為替予約取引） 

(c)ヘッジ方針 

リスク管理方針について定めた内規に基づいて、金利変動リスク及び為替変動リス

クをヘッジしております。 

(d)ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段のキャッシ

ュ・フロー変動の累計又は相場変動を四半期ごとに比較し、両者の変動額等を基礎に

して、ヘッジの有効性を評価しております。 

なお、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略してお

ります。 
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②のれんの償却方法及び償却期間 

のれんは発生年度より５年間で均等償却しております。ただし、金額に重要性がな

いものについては発生年度において一時に償却しております。 

③退職給付に係る会計処理の方法 

(a)退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰

属させる方法については、給付算定式基準によっております。 

(b)数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

過去勤務費用は、その発生時の年度で一括費用処理しております。 

数理計算上の差異は、主として各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理しております。 

④消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

５. 表示方法の変更 
（連結損益計算書関係） 

    前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「ＰＣＢ処理費用」（前連

結会計年度６百万円）は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しております。 

  

 

６．会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更 
従来、当社は、有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法については、主として定率法

（ただし、建物並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法）を採用し

ておりましたが、当連結会計年度より定額法へ変更しております。 

この変更は、中期経営計画（2019-2021年度）の策定を契機に減価償却方法を検討した結果、今

後生産設備が長期にわたり安定的に稼働することが見込まれ、投資効果が平均的に生ずると見込ま

れることから、定額法がより合理的と判断したことによるものであります。 

この結果、従来の方法によった場合と比較し、当連結会計年度の営業利益は 4,351百万円、経常

利益及び税金等調整前当期純利益は 4,372百万円それぞれ増加しております。 
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連結貸借対照表に関する注記 
１．担保に供している資産及び担保に係る債務 

担保に供している資産 
現 金 及 び 預 金 １７９百万円 
受 取 手 形 及 び 売 掛 金  ２９０百万円 
有 形 固 定 資 産  ５, ７１５百万円 

 
担保に係る債務 

支 払 手 形 及 び 買 掛 金  ３２百万円 
短 期 借 入 金  ４１９百万円 
長 期 借 入 金  １４６百万円 

 
 

２．有形固定資産の減価償却累計額 ９３９，４３５百万円 
 

 
３．保証債務 

連結会社以外の借入れ等に対する保証債務は下記のとおりであります。 
  
 金額（百万円） 摘要 
デラミン B.V. ７５２ 6,290千ﾕｰﾛ 
株式会社ニチウン ２８  
オルガノ（ベトナム） Co.,Ltd. ２３ 5,215百万 

ﾍﾞﾄﾅﾑﾄﾞﾝ 
従業員 ４  
   計 ８０８  

 
  (注) 1.上記金額は契約に基づく他社分担保証金額を控除した金額であり、保証総額は1,346

百万円であります。 
2. 摘要欄に記載している外貨建金額は、保証金額中の外貨建保証債務の外貨額であ 

ります。 
 
 
４． 受取手形裏書譲渡高                             １７百万円 
 
 
５．損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しており

ます。損失の発生が工事契約に係るたな卸資産のうち、工事損失引当金に対応する額は、仕掛品18

百万円であります。なお、工事損失引当金は、流動負債の「その他の引当金」に含めて表示しており

ます。 

 

 

連結損益計算書に関する注記 
 

たな卸資産の連結貸借対照表価額は、収益性の低下に伴う簿価切下げ後の金額であり、たな卸資

産評価損1,780百万円が、売上原価に含まれております。 
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連結株主資本等変動計算書に関する注記 
１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

普通株式                        ３２５，０８０，９５６株 
 
 

２．配当に関する事項 
（１）配当金支払額 

決 議 株式の種類 配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額（円） 

基準日 効力発生日 

2019年５月９日 

取締役会 

普通株式   ９, ０９３ ２８．０ 2019年３月31日 2019年６月５日 

2019年10月31日 

取締役会 

普通株式    ９, ０９６ ２８．０ 2019年９月30日 2019年12月3日 

  

 
（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額（円） 

基準日 効力発生日 

2020年５月12日 

取締役会 

普通株式 利益剰余金 ９, ０９６ ２８．０ 2020年３月31日 2020年６月４日 

 
３．新株予約権等に関する事項 

 
新株予約権の目的となる株式の種類及び株式数 

普通株式                          ２６９,９９１株 
 

 
 
金融商品に関する注記 
１．金融商品の状況に関する事項 

 

当社グループは、主にコア事業や成長分野へ投資を行うため設備投資計画に基づき、必要な資金を

銀行借入により調達しております。 

営業債権である受取手形及び売掛金に係る信用リスクは、当社及び連結子会社それぞれの与信管理

規程に従いリスクの低減を図っております。有価証券及び投資有価証券は、主に株式であり、上場株

式については四半期ごとに時価の把握を行っております。 

営業債務である買掛金は、その一部に原料等の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リス

クに晒されておりますが、恒常的に同じ外貨建ての売掛金残高とほぼ相殺される関係にあります。 

なお、一部の連結子会社において、外貨建営業債権債務に対する為替変動リスクをヘッジするため、

為替予約取引を行っております。 

借入金の使途は、運転資金（短期）及び設備投資資金（長期）であり、一部については、支払金利

の変動リスクに対して、金利スワップ取引を実施し支払利息の固定化を図っております。なお、デリ

バティブは、リスクを軽減するために利用しており、投機的な取引は行わないこととしております。 
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２．金融商品の状況に関する事項  

2020年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。 
                    (単位：百万円) 
 連結貸借対照表 

計上額（*） 
時価（*） 

 
差額 

（1）現金及び預金 ９８，８２２ ９８，８２２ － 

（2）受取手形及び売掛金 １９７，９１７ １９７，９１７ － 

（3）リース投資資産 １１，７５２ １１，７５２ － 

（4）有価証券及び 
投資有価証券 

   

①その他有価証券 ３１，０９６ ３１，０９６ － 

②関連会社株式 ９，６４４ ６，７８２ △２，８６２ 

（5）長期貸付金 ５１８ ５１８ － 

（6）支払手形及び買掛金 （８４，５８５） （８４，５８５） － 

（7）短期借入金 （５５，５３８） （５５，５３８） － 

（8）長期借入金 （４０，３２０） （４０，６８６） △３６５ 

（9）デリバティブ取引 （１６８） 
 
 

（１６８） － 

(*)負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 
 
（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

 
(1) 現金及び預金、並びに(2)受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。 

 
(3) リース投資資産 

リース投資資産の時価については、元利金の合計額を同様の新規リース取引を行った場合に想定
される利率で割り引いた現在価値により算定した結果、時価は帳簿価額と近似していたことから、
当該帳簿価額によっております。 

 
(4) 有価証券及び投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 
 
(5) 長期貸付金 

長期貸付金の時価については、元利金の合計額を同様の新規貸付を行った場合に想定される利率
で割り引いて算定する方法によっておりますが、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿
価額によっております。なお、連結貸借対照表に計上されている流動資産「その他」のうち、１年
内回収予定の長期貸付金（当連結会計年度末10百万円）については、注記上、一括して当該長期貸
付金に含めて記載しております。 

 
(6) 支払手形及び買掛金、並びに(7)短期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。 
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(8) 長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率
で割り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金のうち、金利スワップの
特例処理の対象とされているものについては、当該金利スワップと一体として処理された元利金の
合計額を同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積もられる利率で割り引いて算定する
方法によっております。なお、連結貸借対照表に計上されている短期借入金のうち、１年内返済予
定の長期借入金（当連結会計年度末13,302百万円）については、注記上、一括して当該長期借入金
に含めて記載しております。 

 
 (9) デリバティブ取引 

これらの時価については、取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しております。為替
予約取引の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている外貨建債権債務と一体として処理され
ているため、その時価は、当該外貨建債権債務の時価に含めて記載しております。金利スワップの
特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、そ
の時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 
 

 
（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

区分 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
非上場株式 ３，９８９ 

子会社株式及び関連会社株式 ７，５０４ 
これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、   
「(4)有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。 

 
 
１株当たり情報に関する注記 
 

１株当たり純資産額                                                １，７４７．１９円 
１株当たり当期純利益                                                  １７１．０３円 

 
 
 
重要な後発事象に関する注記 
 
 該当事項はありません。 
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株主資本等変動計算書 
自２０１９年４月 １日 

  至２０２０年３月３１日  

 

 

 株主資本 
評価・換算 

差額等 

新株 

予約権 
純資産合計 

資本金 

資本 

剰余金 
利益剰余金 

自己株式 

株主 

資本 

合計 

その他 

有価証券 

評価 

差額金 

資本 

準備金 

利益 

準備金 

その他 

利益 

剰余金 

2019年４月１日残高 55,173 44,176 5,676 317,617 △ 298 422,344 11,064 297 433,706 

当期中の変動額          

 剰余金の配当       △ 18,189   △ 18,189     △ 18,189 

 当期純利益       45,761   45,761     45,761 

 自己株式の取得         △ 10 △ 10     △ 10 

 自己株式の処分       △ 8 100 91     91 

株主資本以外の項目の 

当期中の変動額(純額)             △ 6,559 △ 27 △ 6,586 

当期中の変動額合計 － － － 27,562 90 27,653 △ 6,559 △ 27 21,066 

2020年３月31日残高 55,173 44,176 5,676 345,180 △ 208 449,998 4,504 270 454,773 

 
その他利益剰余金の内訳 

 

 特別償却積立金 固定資産圧縮積立金 別途積立金 繰越利益剰余金 その他利益剰余金合計 

2019年４月１日残高 8 3,586 204,782 109,240 317,617 

当期中の変動額           

 剰余金の配当       △ 18,189 △ 18,189 

 当期純利益       45,761 45,761 

 自己株式の処分       △ 8 △ 8 

特別償却積立金の取崩 △ 8     8 － 

 固定資産圧縮積立金の積立   152   △ 152 － 

固定資産圧縮積立金の取崩   △ 332   332 － 

 別途積立金の積立     45,000 △ 45,000 － 

当期中の変動額合計 △ 8 △ 180 45,000 △ 17,248 27,562 

2020年３月31日残高 － 3,406 249,782 91,991 345,180 

(注)  百万円未満切捨てにより表示しております。 

 
 

 

 

 

 

(単位 ： 百万円) 

(単位 ： 百万円) 
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個別注記表 
 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法 

②その他有価証券 

時価のあるもの…決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

          （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

時価のないもの…移動平均法による原価法 

 

（２）たな卸資産 

評価基準…原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 

評価方法…総平均法（ただし、貯蔵品は移動平均法又は最終仕入原価法） 

 

（３）デリバティブ 

時価法 

 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

有 形 固 定 資 産         …定額法 

(リース資産を除く) なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物：    ２～50年 

構築物：   ２～60年 

機械及び装置：４～22年 

 

無 形 固 定 資 産         …定額法 

(リース資産を除く) なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能 

期間（５年）に基づく定額法によっております。 

 

リ ー ス 資 産…所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によって

おります。 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する方法によ 

っております。 
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３．引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金…売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

賞 与 引 当 金…従業員に支給する賞与に充てるため、従業員賞与支給見込額の当期負

担額を計上しております。 

退 職 給 付 引 当 金         …従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上しております。過去勤務費用は、その発生

時に一括費用処理しております。数理計算上の差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により

それぞれ発生の翌期から費用処理しております。 

修 繕 引 当 金         …製造設備等の定期修繕に要する支出に備えるため、発生費用見込額を

期間配分し、当期対応額を計上しております。 

債務保証損失引当金         …特定の保証債務に対して保証の実行による損失見込額を計上しており

ます。 

関係会社整理損失引当金…関係会社の整理に伴い負担することとなる損失に備えるため、当該損

失見込額を計上しております。 

 

 

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

（１） ヘッジ会計の方法 

(a)ヘッジ会計の方法 

金利スワップの特例処理の要件を満たす取引については、特例処理を採用しております。 

(b)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金利息 

(c)ヘッジ方針 

リスク管理方針について定めた内規に基づいて、金利変動リスクをヘッジしております。 

(d)ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の要件を満たしているので有効性の評価を省略しております。 

 

（２）消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

５. 表示方法の変更 

（損益計算書関係） 

    前期において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「ＰＣＢ処理費用」（前期２百万円）

は、金額的重要性が増したため、当期より区分掲記しております。 
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６．会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更 
従来、当社は、有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法については、主として定率法

（ただし、建物並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法）を採用し

ておりましたが、当期より定額法へ変更しております。 

この変更は、中期経営計画（2019-2021年度）の策定を契機に減価償却方法を検討した結果、今

後生産設備が長期にわたり安定的に稼働することが見込まれ、投資効果が平均的に生ずると見込ま

れることから、定額法がより合理的と判断したことによるものであります。 

この結果、従来の方法によった場合と比較し、当期の営業利益は 4,395百万円、経常利益及び税

引前当期純利益は 4,500百万円それぞれ増加しております。 
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貸借対照表に関する注記 
 
 
１． 担保に供している資産及び担保に係る債務 
 

該当する事項はありません。 
ただし、有形固定資産４１６百万円は、関係会社の銀行借入金４５百万円の担保に供しております。 

 
２．有形固定資産の減価償却累計額 ７０５，９８７百万円 
 
３．保証債務 
   

関係会社等の借入れに対する保証債務は下記のとおりであります。 
 
 

 金額（百万円） 摘要 
   
東ソー・スペシャリティマテリアル株式会社 ４，５２６  

トーソー・アドバンスド・マテリアルズ 
Sdn.Bhd. 

４，３５９ 
 

173,119千ﾏﾚｰｼｱﾘﾝｷﾞｯﾄ 

 

プラス・テク株式会社 ２，０７５  
トーソー・ヘラス A.I.C.  １，７８７ 14,950千ユーロ 
デラミンB.V. 
参共化成工業株式会社 

７５２ 6,290千ユーロ 
３００  

従業員 １  
計 １３，８０１  
   
   

 
  (注) 1.上記金額は連帯保証人等との間の契約に基づく他社分担保証金額を控除した金額であ

り、保証総額は15,451百万円であります。 
   2.摘要欄に記載している外貨建金額は、保証金額中の外貨建保証債務の外貨額でありま

す。 
 

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務  
 
区分掲記されたもの以外で関係会社に対するものは次のとおりであります。 
 

短期金銭債権 ５３，８２３百万円 
長期金銭債権 １百万円 
短期金銭債務 ２７，５５８百万円 
長期金銭債務 ５０百万円 
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損益計算書に関する注記 
 

関係会社との取引高 
売上高 １８９，５９４百万円 
仕入高 １０６，５３２百万円 
営業取引以外の取引高 １９，３５２百万円 

 
 
 
株主資本等変動計算書に関する注記 
 

当期末における自己株式の種類及び株式数 
普通株式                      ２１３，３６８ 株 

 
 
 
税効果会計に関する注記 
 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
（単位:百万円） 

繰延税金資産   
貸倒引当金 
退職給付引当金 
関係会社株式等評価損 
賞与引当金 
修繕引当金 
減損損失 
未払事業税 
債務保証損失引当金 
その他 

 
 
 
 
 
 
 

3,763 
3,766 
2,930 
1,354 

  1,487 
  645 
406 
236 
980 

繰延税金資産小計  15,571 
評価性引当額 △ 4,751 

繰延税金資産合計  10,819 

繰延税金負債   
前払年金費用 
その他有価証券評価差額金 
固定資産圧縮積立金 
その他 

△ 
△ 
△ 
△ 

 5,751 
1,520 
1,496 
  922 

繰延税金負債合計 △ 9,689 

繰延税金資産の純額  1,129 
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関連当事者との取引に関する注記 
 
子会社 

会社の名称 所在地 資本金 

議決
権等
の所
有割
合 

関連当事者と
の関係 

取引の内容 取引金額 科目 
期末 
残高 

 
日本海水化工 
株式会社 

 
新潟県 
上越市 

 
300 

百万円 

 
直接 
76.2% 

 
役員の派遣 

 
資金の貸付 
(注1) 
 
 

 
- 

 

 
関係会
社長期
貸付金 
(注2) 

 
7,678 
百万円 

 
 
取引条件及び取引の決定方針 
 
(注1)  資金の貸付については、無利息貸付としております。なお、当該子会社は生産を停止し、工場は

閉鎖しております。 
(注2)  関係会社長期貸付金の期末残高に対し、7,678百万円の貸倒引当金を計上しております。 
    

 
 
１株当たり情報に関する注記 
 

１株当たり純資産額 １,３９９．０４円 
１株当たり当期純利益 １４０．８７円 

 
 
 
重要な後発事象に関する注記 
 

 該当する事項はありません。 

 


